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生産性要件による引き上げを希望する場合

様
式

□生産性要件算定シート（共通要領様式第２号）

□人材開発支援助成金 事業主支給申請書（訓練様式第５号）

□賃金助成・OJT実施助成の内訳（訓練様式第６－１号）
ただし、企業連携型訓練及び事業主団体等連携型訓練を実施した場合は特定分野認定実習
併用職業訓練（企業連携型訓練・事業主団体等連携型訓練）賃金助成・OJT実施助成の内訳
（訓練様式第６－２号）

□経費助成の内訳（訓練様式第７－１号）
ただし、企業連携型訓練及び事業主団体等連携型訓練を実施した場合は特定分野認定実習
併用職業訓練（企業連携型訓練）経費助成の内訳（訓練様式第７－２号（第１面））また
は特定分野認定実習併用職業訓練（事業主団体等連携型訓練）経費助成の内訳（様式第７
－２号（第２面））

添
付
書
類

□割増助成の元となった訓練にかかる支給決定通知書（訓練様式第14号）の写し
□生産性要件算定シートの根拠となる証拠書類
（損益計算書、総勘定元帳等）

③ 生産性要件を満たした場合に必要な書類

47

雇用関係助成金申請に当たってのご注意
～訓練の実施を要件とする助成金では、訓練実施者の方に

記入していただく様式が必要になりました～

訓練実施者とは職業訓練、教育訓練など訓練名称の如何を問わず、広く研修等を含め、事
業主からの委託等により実施する者です。

平成31年4月1日以降に計画届が提出される訓練について、訓練実施者の方に以下の事項に
同意して頂く必要があります。

特定訓練コース・一般訓練コースでは、事業外訓練を実施する訓練実施者の方に、支給申
請承諾書（訓練実施者）（訓練様式第13号）の記入を依頼してください。

●支給のための審査に必要な事項の確認（※）に協力すること
※ 例えば、虚偽の訓練受講証明書の発行など、不正受給に関与している疑いがある場合の訓練実施者への立ち入りを含

みます。

●もし不正受給に関与していた場合は、
①申請事業主が負担すべき一切の債務について、申請事業主と連携し、請求があった場合、

直ちに請求金を弁済すべき義務を負うこと
②訓練実施者（又は法人）名等が公表されること
③不支給とした日又は支給を取り消した日から5年間（取り消した日から5年経過した場合

であっても、請求金が納付されていない場合は、時効が完成している場合を除き、納付
日まで）は、不正受給に関与した訓練実施者が行う訓練については、助成金の支給対象
とならないこと


